
避難シミュレーションを活用
した避難支援の取り組み

日本地震工学会

有川太郎

稲むらの火
• 1854年安政南海地震津波
• 和歌山県広川町
• 濱口梧陵は、地震の揺れを感じたあと、

海水が沖合へ退いていくのを見て津波
の来襲に気付く。祭りの準備に心奪わ
れている村人たちに危険を知らせるた
め、梧陵は自分の田にある刈り取った
ばかりの稲の束（稲むら）に松明で火
をつけた

https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/tsunami/inamura/p4.html

広村堤防・松並木・波除石垣（左）と松並木・波除石垣
背後の市街地を昭和南海地震津波(1946)から護った。Copyright © 国土画像情報（カラー空中写真） 国土交通省, Attribution, 

https://commons.wikimedia.org/w/index.php?curid=27395219による
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クラカタウでの避難の実態(2018)
非地震性津波のように警報が確立されていないものに対しては、避難については、稲む
らの火と同じ。つまり、1850年代と同じ状態である

(Muhari et al., 2019)

沿岸の防護に関する変遷
• 1956年 海岸法

• 防護（線的防護）
• 1999年 海岸法 （改正）

• 防護、環境、利用（面的防護）
• 地域計画と一体となった防護のあり方が課題

• 2011年6月 津波における２段階レベルの防護の考え方の提言（内閣府）
• L1の津波高さの防潮堤

• 2011年12月 津波防災地域づくりに関する法律（施行）
• 浸水想定と区画制限

• 2014年 海岸法 （改正）
• 減災・予防保全

• 2015年 水防法 （改正）
• 高潮、降雨に関しても最大クラスを想定し、避難と一体となった防護方針
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津波・高潮による死者数の推移

5

被害者数

避難誘導に対する仕組みを確立することは必須

津波避難のタイムライン

地
震
発
生

津
波
警
報

緊
急
地
震
速
報

津
波
到
達

浸
水
開
始

最
大
浸
水
深
の
確
定

排
水

地震発生から津波警報等を発表するまでに要した時間(草野・横田, 2011)

年 出来事
1952年 気象庁の津波警報業務開始
1982年 気象資料自動編集中継装置（ADESS）の地震処理業務開始
1983年 日本海中部地震で沿岸に約７分で津波到達
1987年 地震活動等総合監視システム（EPOS）の導入
1993年 北海道南⻄沖地震で沿岸に数分程度で津波到達
1994年 津波地震早期検知網の導入（約１８０箇所の地震計ネットワーク）
1999年 量的津波警報システムの導入
2006年 緊急地震速報技術の導入

国土交通省(2011)

浸水開始すると1分で
数百メートルは浸水し
てもおかしくない

確実な避難が可能となる時間
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避難開始行動と死亡率の関係
たとえば、津波が20分で

海岸線に到着するとして、
8分で逃げれば、その割
合は、0.4となる

東日本大震災時における津波到達時間と避難開始と死亡率の関係

(有川ら、2016)

たとえば、津波高さが
10mの場合、堤防高さ
が10mであれば、1.0、
堤防高さが5mであれば、
0.5となる

東日本大震災時における堤防高と避難開始と死亡率の関係
到達時間の半分程度の時間からの避難が平均だと，死亡者が生じる可能性がある

山形沖地震(2019)における避難行動
• 揺れで避難した割合が多い
• 経験に基づく可能性も

◯避難した人の割合
温海（山形・鶴岡）：89.1％
山北（新潟・村上）：66.9％，

◯10分以内に避難場所に到着した人
温海（山形・鶴岡）：28.1％（津波到達想定：最速8分）
山北（新潟・村上）：30.2％（津波到達想定：最速7分）

◯経験・伝承
いずれの地区も，地元で過去に起きた「1964年新潟地震」よりも，「2011年東
日本大震災」で見聞きしたことが自身の対策に大きく影響しているようだ．
https://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/tohokuuniv-
press20191219_01web_yamagata.pdf?fbclid=IwAR2SscIQECKP2kbfSeTByzPkJ_9CF-gGCWuDYg_7v2QAJOjdRO3XZhA0TLA
https://www.tohoku.ac.jp/japanese/newimg/pressimg/tohokuuniv-
press20190917_02web_hinan.pdf?fbclid=IwAR1mJJu-6G_t9vqJW7343rZsRVGVYl8S-ZNHGGctl5oHDFvrXosdgk-k8JM

2019年6月18日22時22分
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国による避難開始行動の違い

山形沖地震(2019)

10分以内に避難した割合

社会環境の違い
防護施設 警報システム 津波教育 経験

Japan
◎ ◎（3分以内） ◎

東日本2011
山形沖2019

0309の経験？
◎

Chile × ○（2010年以降、
10分以内）

◎ 1960年の経験

Turkey × ×（地中海） ×

社会環境の違いによって、避難行動の開始には差が生じる
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津波浸水予測および避難行動の不確実性
を考慮した避難支援の仕組みのあり方
• 津波浸水予測は、浸水高さおよび浸水到達時間の予測が必要で

あるが、沿岸部に津波が到達する時間および高さの予測も倍半
分の予測精度と言われる。堤防、内水氾濫等を含めると、予測
精度には不確実性が伴っている。

• 一方で、避難行動は、過去の経験、堤防への過信、地震の揺れ、
教育など、様々な生活環境が影響する事象であり、将来的にも
不確実性の高い現象であると理解される。

避難支援に関するデジタル化

2002年〜2007年

SIP1

シナリオ1

シナリオ2

シナリオ3

TWI2050 - The World in 2050 (2019). The Digital Revolution and Sustainable Development: 
Opportunities and Challenges. Report prepared by The World in 2050 initiative. International 
Institute for Applied Systems Analysis (IIASA), Laxenburg, Austria. www.twi2050.org
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データベースを活用した避難支援

計算条件

○ Calculation Condition for STOC-ML

【 計算領域 】

時間刻み 0.05s
波源 宝永東海・南海地震の相田モデル

初期水位 T.P.+0.95m
堤防 設定なし（全壊想定）

【 断層モデル初期水位分布 】

【 計算条件 】
南海トラフ地震の津波によって甚大な被害が予想される高
知県中土佐町久礼地区を対象として本手法の適用性につ
いて検討した．過去の津波事例として，宝永東海・南海地震
の震源情報を基に，データベースの検索を行った．
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計算条件

○ Calculation Condition for AGENT

項目 詳細
避難経路 左図参照
避難所 9か所（左図赤丸箇所）

格子間隔 5.0 m

格子数 330×330

タイムステップ間隔 1.0 s

計算時間 7200 s

避難開始時間 0 s〜2000 s間の200 s毎
避難速度 初期速度1.0 m/s

避難者数 2700人

【 避難経路及び避難所 】 【 避難シミュレーション計算条件 】

① 津波到達時間情報（道路閉塞を伴わない）
② 道路閉塞情報（道路閉塞を伴う）
③ 津波到達時間情報及び道路閉塞情報（道路閉塞を伴う）
ぞれぞれのケースで最短経路選択（予測情報を持たない場合）との死亡率の比較を行う

【 計算ケース 】

予想道路閉塞情報の算出

新階ら（2001）の「都市内地区施設等の震災時における防災効果のマクロな評
価手法」における道路幅員を考慮した閉塞判定法の「閉塞の考え方」を適用し，
家屋倒壊による地区の道路閉塞箇所を決定する．4m未満の道路では完全閉
塞，4m以上6m未満の道路では対面する一対の建物が倒壊した場合完全閉塞，
6m以上8m未満の道路では対面する2組の建物が倒壊した場合のみ完全閉塞
とする．

対象地区の家屋を耐震状況を
個別に判定したものを左図に
示す．このうち旧耐震家屋のみ
を倒壊可能性のある建物とし，
道路幅員情報を更新すること
で，以下の判定を行った．

・黒（0,1）：健全路
・ピンク（3）：閉塞部
・赤（4）：閉塞部に囲まれ，
通行不可となった経路
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計算条件

① 津波到達時間情報（道路閉塞を伴わない）
⇒ケース2
② 道路閉塞情報（道路閉塞を伴う）
⇒ケース4
③ 津波到達時間情報及び道路閉塞情報（道路閉塞を伴う）
⇒ケース5

【 計算ケース 】

最短経路 津波回避経路 道路閉塞回避経路

1 ○

2 ○
3 ○ ○
4 ○ ○
5 ○ ○ ○

ケース番号
道路閉塞
を伴う

経路選択手法

地震発生後道路閉塞が起こるかどうか

最短経路探索手法を用いて避難
経路を選択．また道路閉塞発生時
には道路閉塞箇所に遭遇後再び
その場から最短経路探索を行う

予測される津波到達時間を予
測情報として扱い，津波遭遇
を回避する経路探索手法．

予測される道路閉塞情報を予
測情報として扱い，道路閉塞箇
所を回避する経路探索手法．

計算結果
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計算結果

9.0％

死亡率の差で評価

ケース1とケース２では地震発生後
道路閉塞が発生しない状況とします．
そのうえで最短経路探索手法と津波
遭遇回避経路探索手法を死亡率を用
いて比較することで津波遭遇回避経
路探索手法の有効性が示せた．

計算結果

死亡率の差で評価

ケース3とケース4では地震発生後,道
路閉塞が発生する状況とします．
そのうえで最短経路探索手法と道路
閉塞回避経路探索手法を死亡率を用
いて比較することで道路閉塞回避経
路探索手法の有効性が示せた．

1.7%
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計算結果

死亡率の差で評価

ケース3とケース5では地震発生後,道
路閉塞が発生する状況とします．
そのうえで最短経路探索手法と津波
遭遇回避経路手法及び道路閉塞回避
経路探索手法を死亡率を用いて比較
することで本手法の有効性が示せた．

8.5%

ARによる避難誘導への取り組み
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ARによる避難誘導への取り組み

2019.11.04 中土佐町久礼地区ARを
用いた避難誘導体験アンケート
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津波等の突発大災害からの避難の課題と対策に関
する研究委員会
活動期間：2012年8月〜2016年3月
委員会参加者：後藤洋三（委員⻑）、他37名
委員会設置の目的：
• 東日本大震災で見られたような突発大災害からの避難の課題を、分野横断的学会である日本

地震工学会で継続的かつ多分野連携で研究し、対策に資する情報を発信する。
主な活動内容と成果：

4部会を設けて調査研究活動を行った。各部会の主な活動内容と成果は以下のとおりである。
1) 津波避難部会：先行研究グループが実施していた山田町と石巻市の避難実態調査データを引き継ぎ、整理と分

析を加えてWeb公開した。
2) 都市避難部会：日本地震工学会会⻑特別委員会「⾸都圏における地震・水害等による複合災害への対応に関す

る委員会」と連携し、大都市が複合災害に見舞われた場合の避難誘導の課題を調査研究した。
3) 避難シミュレーション普及部会：良質な避難シミュレーションの普及を促進するため、ソフトの検証と実証

（V&V）の手順を整理提案しマニュアルを作成した。さらにテストデータを用意し6機関の協力を得て保有各ソ
フトのV&Vを実施、結果をWeb公開した。

4) 国際交流部会：巨大災害から多数の人が避難する事態は低頻度であり国際的な視野で事例を収集する必要があ
るとの認識から、海外における災害避難関係資料・文献のメタ情報を収集し研究動向と研究内容を分析した。
また、海外における実践的な避難対応計画や災害対応マニュアルを調査した。

現在は第⼆期、甲斐委員⻑

津波データベースの綻びと津波観測シス
テムの高度化
• データベースによる予測は、綻びがでる場合もある
• リアルタイムの浸水予測の高度化も並行して活用できる仕組み

の構築
• 観測網の充実

海洋レーダー
http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/engan/enganiki/radar/leaflet.pdf http://www.seafloor.bosai.go.jp/outline/

S-net DONET
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The Digital OceanとSmart City
Coastal Intelligence: Digital acquisition of data on many ocean variables with 
advanced approaches.
Source: NOAA

Smart City
Source: TWI2050

The future of AR terminals

Homo digitalis
The German Advisory Council on 
Global Change (WBGU)

https://santanderglobaltech.com/en/from-
homo-sapiens-to-homo-digitalis/

災害伝承の難しさ（旧谷中村）
• カスリーン台風からおよそ70年．当時被害を受け記憶

にある人もほとんどいなくなった
• 映像その他は残っているものの，自分達のこととして

考えられない住⺠
• 当時の知恵（備蓄は2年分，雨がひどかったら近くの水

塚へ，水に関する言葉など）も維持できなくなる
• そのなかで，もう逃げる必要なんてないのではないか

と考えるようになる
• 当時は，強い雨が降ったら，警報がなくてもすぐに水

塚に逃げるなど，備えが自然とできていた（これは津
波の事例でも同じことが言える（参考資料））

• そうすると，一旦災害が生じると大災害となり，さら
に強い国土への復興を目指すことになる
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Local Wisdom in Palu and Sunda Straight

• “Linu” means earthquake
• “Bombatalu” means the wave hit 3 times.
• “Nalodo” means vanished and swallowed by muc
• The local peole of Palu: Kaili and Sigi ais avoid to live at the coast
• A poem of Lampung Karam recounts the eruption of Mount Krakatau 

on August 26-28, 1883

29

3000年以上伝承

まとめと今後の方向性
• 浸水予測精度の向上
• 津波検知・観測の仕組みの高度化
• 人の行動の不確実性のモニタリングも引き続き行うことが重要
• 避難行動を支援する仕組みの充実
• デジタル化への対応（ARデバイス、デジタルコネクト技術）
• 薄れていく災害に対する危機意識に対する教育、伝承の継続

• あらゆる手段を講じて津波災害による人的被害をなくすことを
目指していく
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